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 欧州グリーンディール政策のうち、農業・食産業に関係する部分については赤字で示す

EUの2030年及び2050年の
気候目標を高くする

手頃で安価な
クリーンエネルギーの供給

産業をクリーンな
循環型経済へ移行させる

エネルギー効率・資源効率の
良い建設とリノベーション

汚染のない環境を目指すための
汚染ゼロ目標

生態系及び生物多様性の
保護と再生

「農場から食卓へ」戦略
公平で健康的な環境に優しい

食品システム

持続可能なスマートモビリティへ
の転換の加速化

研究の活用及び
イノベーションの促進

誰一人取り残さない
（公正な移行）

移行のための資金提供

グローバルリーダーと
してのEU

欧州気候
協約

欧州
グリーン
ディール

EU経済を持続可能
な未来へ移行させる

• 欧州気候協約
• 欧州気候法
 2030年のEUの気候目標の引き上げ
 以下の改正案

 排出量取引システム（ETS）指令
 炭素国境調整メカニズム
 「加盟国の排出削減の分担に関する

（EffortSharing）規則
 土地利用、土地利用変化及び林業

部門（LULUCF）からの排出削減規
則

 エネルギー効率指令（EED）
 再生可能エネルギー指令（RED）
 乗用車・バンからの CO2 排出性能基

準の見直し

• 国家エネルギー・気候計画
（NECP）

• スマート分野の統合戦略
• 「リノベーションウェーブ」
• 欧州横断エネルギー・ネットワーク

規則
• 洋上風力戦略

• EU新産業戦略
• 循環型経済行動計画
• ゼロ炭素製鋼プロセス
• バッテリー規制
• 廃棄物規制改正

• 持続可能なスマートモビリティ戦略
• 複合輸送指令の改正
• 代替燃料インフラ指令の見直し
• 欧州横断ネットワーク輸送規則の見

直し

• F2F

• CAP戦略計画
• 化学殺虫剤・肥

料・抗生物質の利
用削減にかかる目
標の高度化

• 持続可能性に関
する化学戦略

• 生物多様性戦略
• 新たな森林戦略

• 持続可能な金融戦略の見直し
• 非財務情報報告指令の見直し
• 国家補助金ガイドラインの見直し 等

• 国際的な気候と生物多様性に関する交渉を主導
• EUのグリーン・ディール外交の強化
• パートナー国等に行動を促し、行動と政策の同等性を確

保するための二国間の努力
• 西バルカン地域に関するグリーンアジェンダ

• 欧州気候協約の開始
• 第8次環境行動プログラムの提案

（出典）欧州委員会及び欧州消費者共同組合連合（EURO COOP）、農林中金 公開資料を基にみずほRT作成
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 Farm to Fork戦略（F2F戦略）は、2020年5月に公表。農業生産から消費に至るフードシステムの全体を対象としており、農
業のあり方を根本的に変えることによって欧州グリーンディールを支援することを目指しているものの、農業セクターからは主要目標
が生産に偏っており、農家への負担が大きいとの批判があがっていた

 F2F戦略に基づく、フードバリューチェーン上の主な課題、及びその解決のためにF2F戦略上（持続可能なフードシステムへの移
行のため）重要な項目を示す

一次生産
（共通農業政策、農薬、肥料、福祉、

薬剤耐性（AMR） 等）

持続可能なフードシステムへの移行に
関する重要項目

食品加工と流通
（持続可能な食料生産を刺激）

消費者のエンパワーメント

フードロス対策

Farm to Fork戦略
３．欧州における食のサステナビリティ 3-1 欧州における食品関連政策
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 「責任ある食品ビジネスと販売活動についてのEU行動規範」はF2F戦略の一環で、2021年7月15日に発効した、食品サプライ
チェーンに関わる事業者が対象の、任意の行動規範。食品加工事業者をはじめ、公表当時は65の企業・団体が署名

 欧州委員会は、中小企業に対しても本行動規範に従うように要求しており、中小企業を含めたフードサプライチェーン全体での
「責任ある食品ビジネスと販売活動」の実現を掲げている

出所：欧州委員会、Factsheet 「What is the EU Code of Conduct on Responsible Food Business and Marketing Practices?」よりみずほリサーチ&テクノロジーズ訳出

責任ある食品ビジネスと販売活動についてのEU行動規範
３．欧州における食のサステナビリティ 3-1 欧州における食品関連政策

すべての欧州の消費者に健康的でバランスのとれた持続可能な
食生活を提供する
▶ EUにおける食品消費パターンの改善
▶ 健康的で持続可能な食生活を選択しやすくするための食環境

食品ロス・廃棄物の防止・削減
▶家庭レベルでの食品管理の改善を支援する
▶ 事業活動及びバリューチェーン全体における

廃棄物の最小化及びロスの削減

2050年までに欧州で気候変動に左右されない
フードチェーンを実現する
▶自社事業からの純排出量の削減

欧州における循環型・資源効率の良いフードチェーンの最適化
▶自社事業における資源効率の改善
▶食品・飲料包装の持続可能性の向上

持続的、包摂的、かつ持続可能な経済成長、すべ
ての人のための雇用とディーセント・ワーク
▶ビジネスの強靭性と競争力の向上
▶熟練労働者支援、すべての人に安全で包括的な
職場を提供する。

欧州のフードサプライチェーン内のパートナー
シップによる持続可能な価値創造パートナー
シップ
▶サプライチェーンの回復力と競争力の向上を
支援するサプライチェーンの競争力強化
▶ 持続可能な生産を促進する

フードサプライチェーンにおける持続可能な調達
▶ コモディティサプライチェーンの変革
▶フードサプライチェーンにおける社会的パフォーマンス
の向上
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 F2F戦略では、食料システム全体の変革を促すために、様々な制度設計、導入が想定されている

 2022年度以降に新たに導入が予定されている規制は、栄養表示や畜産からの環境影響の削減施策であり、2023年第4四半期に
は、「持続可能な食料システム」の法的枠組みが正式に導入される見通し。今後の食品流通に影響を与える可能性が大きい

（出所）欧州委員会ウェブサイト（https://food.ec.europa.eu/system/files/2022-04/f2f_timeline-actions_en.pdf）よりみずほリサーチ&テクノロジーズ訳出

市民が健康的で持続可能な選択を
できるよう支援する

農家と漁業家を支援し、移行可能にする 自然と気候

2022年
第2四半期

• Farm Sustainability Data Networkの立ち上げ • 持続可能な農薬使用に関する法規制改訂

• 生物農薬(Biopesticide)の上市を促進するための
規則改訂

2022年
第3四半期

• EU農産物・食品販売促進プログラムの改訂

2022年
第4四半期

• 食塩、砂糖、脂肪分を多く含む食品の販売促進を
制限するための栄養プロファイルの設計

• 農産物、水産物、養殖水産物に対する市場基準
の改訂

• 飼料添加物法制の改訂

• 域内統一的な容器包装前面表示制度の義務化 • 種子と森林に関する市場基準の改訂

• 特定の商品の原産地表示

• 日付記載に関するルールの改訂（(‘use by’ and 

‘best before’ ）

• 市民が健康的で持続可能な選択をできるよう支援
する

• 農家と漁業家を支援し、移行可能にする • 自然と気候

2023年
第2四半期

• 食品に接触する材料に関する法制度の改訂 • 新たなあるゲノム技術を用いて生産された植物に対
する法制度

• 食品廃棄の減少に向けてのEUレベルの目標設定

2023年
第4四半期

• 学校や公的機関における持続可能な食品調達の
義務的な最低基準の設定

• 動物福祉に関する法制度の改訂

• EU学校スキームの改訂

• 持続可能なフードラベルに関するフレームワーク

• 持続可能な食料システムの法的枠組み




